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25 書面とは、打合せ簿等の帳票をいい、発行年月日を記録し、記名(署名または押印を含む)したもの

を有効とする。電子メールにより書類を提出する場合は、別途調査職員と協議するものとする。 

26 照査とは、受注者が、発注条件、測量結果等の確認及び計算書等の検算をすることをいう。 

27 検査とは、契約図書に基づき、検査員が測量業務等の完了を確認することをいう。 

28 成果品とは、受注者が契約図書に基づき履行した測量業務等の成果を記録した図書、図面及び関連

する資料をいう。 

29 打合せとは、測量業務等を適正かつ円滑に実施するために管理技術者等と調査職員が面談により、

業務の方針及び条件等の疑義を正すことをいう。 

30 修補とは、発注者が検査時に受注者の負担に帰すべき理由による不良箇所を発見した場合に受注者

が行うべき訂正、補足その他の措置をいう。 

31 協力者とは、受注者が測量業務等の遂行に当たって、再委託する者をいう。 

32 使用人等とは、協力者又はその代理人若しくはその使用人その他これに準ずるものをいう。 

33 了解とは、契約図書に基づき、調査職員が受注者に指示した処理内容・回答に対して、理解して承

認することをいう。 

34 受理とは、契約図書に基づき、受注者、調査職員が相互に提出された書面を受け取り、内容を把握

することをいう。 

第４条 受発注者の責務 

１ 受注者は契約の履行に当たって調査等の意図及び目的を十分に理解したうえで調査等に適用すべ

き諸基準に適合し、所定の成果を満足するような技術を十分に発揮しなければならない。 

２ 受注者及び発注者は、業務の履行に必要な条件等について相互に確認し、円滑な業務の履行に努め

なければならない。 

３ 受注者は、測量業務の適正な実施のために必要な技術的能力の向上、情報通信技術を活用した測量

業務の実施の効率化等による生産性の向上並びに技術者の育成及び確保並びにこれらの者に係る賃

金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境の改善に努めなければならない。 

第５条 業務の着手 

受注者は、特記仕様書に定めがある場合を除き、契約締結後15日（土曜日、日曜日、祝日等（行政

機関の休日に関する法律（昭和63年法律第91号）第１条に規定する行政機関の休日（以下「休日等」

という。））を除く）以内に測量業務等に着手しなければならない。この場合において、着手とは管理

技術者が測量業務等の実施のため調査職員との打合せを行うことをいう。 

第６条 設計図書の支給及び点検 

１ 受注者からの要求があった場合で、調査職員が必要と認めたときは、受注者に図面の原図若しくは

電子データを貸与する。ただし、共通仕様書、各種基準、参考図書等市販されているものについては、

受注者の負担において備えるものとする。 

２ 受注者は、設計図書の内容を十分点検し、疑義がある場合には、調査職員に報告し、その指示を受
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３ 管理技術者は、仕様書に定めのない事項について疑義が生じた場合には、速やかに調査職員と協議

しなければならない。 

４ 打合せの想定回数は、特記仕様書又は数量総括表による。 

５ 調査職員及び受注者は、「ワンデーレスポンス」※に努める。 

 ※ワンデーレスポンスとは、問合せ等に対して、１日あるいは適切な期限までに対応することをいう。

なお、１日での対応が困難な場合などは、いつまでに対応するかを連絡するなど、速やかに何らかの

対応をすることをいう。 

第12条 業務計画書 

１ 受注者は、発注者が設計図書等において定めるときは業務計画書を作成し、調査職員に提出しなけ

ればならない。また、これを変更する場合も同様とする。 

２ 業務計画書には、契約図書に基づき下記事項を記載するものとする。 

（１）業務概要                （２）業務方針 

（３）業務工程                （４）業務組織計画 

（５）打合せ計画及び照査計画         （６）成果品の内容、部数 

（７）使用する主な図書及び基準        （８）連絡体制（緊急時含む） 

（９）屋外で行う業務において使用する主な機器 （10）その他 

（２）実施方針又は(10)その他には、第31条個人情報取扱特記事項、第32条安全等の確保及び第36

条に関する行政情報流出防止対策に関する事項も含めるものとする。 

３ 受注者は、業務計画書の重要な内容を変更する場合（数量等の軽微な変更は除く）は、理由を明確

にしたうえで、その都度調査職員に変更業務計画書を提出しなければならない。 

４ 受注者は、調査職員が指示した事項については、さらに詳細な業務計画に係る資料を提出しなけれ

ばならない。 

５ 受注者は、簡易な調査業務においては調査職員の承諾を得て、記載内容の一部を省略することがで

きる。 

第13条 資料等の貸与及び返却 

１ 調査職員は、設計図書に定める図書及びその他関係資料を、受注者に貸与するものとする。なお、

貸与資料は、業務着手時に受注者に貸与することを原則とし、これに依らない場合は、業務着手時に

貸与時期を受発注者間で協議する。 

２ 受注者は、貸与された図書及び関係資料等の必要がなくなった場合には、直ちに調査職員に返却す

るものとする。 

３ 受注者は、貸与された図書及びその他関係資料を丁寧に扱い損傷してはならない。万一、損傷した

場合には、受注者の責任と費用負担において修復するものとする。 

４ 受注者は、設計図書に定める守秘義務が求められる資料については、複写してはならない。 
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記録の作成、トレース、計算処理（単純な電算処理に限る）、データ入力、アンケート票の配布、資

料の収集・単純な集計、電子納品の作成補助、測量機器等の賃借、その他特記仕様書に定める事項と

する。 

３ 受注者は、前２項に規定する業務以外の再委託に当たっては、書面により発注者の承諾を得なけれ

ばならない。 

４ 受注者は、測量業務等を再委託に付する場合には、書面により協力者との契約関係を明確にしてお

くとともに、協力者に対し適切な指導、管理のもとに測量業務等を実施しなければならない。なお、

協力者が、富山県の建設工事に係る測量等の競争入札参加資格者である場合には、指名停止期間中に

再委託してはならない。 

第29条 成果品の使用等 

１ 受注者は、契約書第５条第６項の定めに従い、発注者の承諾を得て単独で又は他の者と共同で、成

果品を公表することができる。 

２ 受注者は、著作権、特許権その他第三者の権利の対象となっている設計方法等の使用に関し、設計

図書に明示がなく、その費用負担を契約書第７条に基づき発注者に求める場合には、第三者と補償条

件の交渉を行う前に発注者の承諾を受けなければならない。 

第30条 守秘義務 

１ 受注者は、契約書第１条第５項の規定により、業務の実施過程で知り得た秘密を第三者に漏らして

はならない。 

２ 受注者は、当該業務の結果（業務処理の過程において得られた記録等を含む）を第三者に閲覧させ、

複写させ、又は譲渡してはならない。ただし、あらかじめ発注者の承諾を得たときはこの限りではな

い。 

３ 受注者は、本業務に関して発注者から貸与された情報その他知り得た情報を第12条に示す業務計画

書の業務組織計画に記載される者以外には秘密とし、また、当該業務の遂行以外の目的に使用しては

ならない。 

４ 受注者は、当該業務に関して発注者から貸与された情報、その他知り得た情報を当該業務の終了後

においても第三者に漏らしてはならない。 

５ 取り扱う情報は、アクセス制限、パスワード管理等により適切に管理するとともに当該業務のみに

使用し、他の目的には使用しないこと。また、発注者の許可なく複製・転送等しないこと。 

６ 受注者は、当該業務完了時に、業務の実施に必要な貸与資料（書面、電子媒体）について、発注者

への返却若しくは消去又は破棄を確実に行うこと。 

７ 受注者は、当該業務の遂行において貸与された発注者の情報の外部への漏洩若しくは目的外利用が

認められ又そのおそれがある場合には、これを速やかに発注者に報告するものとする。 

第31条 個人情報取扱特記事項 

１ 基本的事項 
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受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務を処理するための個人情報の取

扱いに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の保護に関する法律（平成

15年5月30日法律第57号）、行政手続における特定の個人を識別する番号の利用等に関する法律（平成

25年法律第27号）等関係法令に基づき、次に示す事項等の個人情報の漏えい、滅失、改ざん又は毀損

の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 取得の制限 

  受注者は、業務を処理するために個人情報を取得するときは、当該業務の目的を達成するために必

要な範囲内で、適法かつ適正な方法により取得しなければならない。 

３ 秘密の保持 

  受注者は、業務を処理する上で知り得た秘密を漏らしてはならない。契約が終了し、又は解除され

た後においても、同様とする。 

４ 利用及び提供の制限 

  受注者は、発注者の指示があるときを除き、業務を処理するために取り扱う個人情報を当該業務の

目的以外の目的のために自ら利用し、又は提供してはならない。契約が終了し、又は解除された後に

おいても、同様とする。 

５ 安全確保の措置 

（１）受注者は、業務を処理するために取り扱う個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の当該

個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（２）受注者は、第12条で示す業務計画書に、この契約による事務に係る個人情報の管理に関する責任

者を特定するなどの管理体制及び本特記事項を遵守する旨を記載するものとする。 

６ 従事者への周知及び監督 

（１）受注者は、業務に従事している者（以下「従事者」という。）に対し、在職中及び退職後におい

て、当該業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに第三者に知らせ、又は不当な目的に利用

してはならないことを周知しなければならない。 

（２）受注者は、業務を処理するために取り扱う個人情報の適切な管理が図られるよう、従事者に対し

て必要かつ適切な監督を行わなければならない。 

７ 複写又は複製の禁止 

  受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理するために発注者

から提供を受けた個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

８ 再委託の禁止及び再委託時の措置 

（１）受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理するための個人

情報については自ら取り扱うものとし、第三者（受注者の子会社（会社法（平成17年法律第86号）

第２条第１項第３号に規定する子会社をいう。）である場合も含む。）にその取り扱いを伴う事務を

再委託してはならない。なお、再委託に関する発注者の指示又は承諾がある場合においては、本特
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記事項に定める、発注者が受注者に求めた個人情報の適切な管理のために必要な措置と同様の措置

を当該第三者も講ずるように求め、かつ当該第三者が約定を遵守するよう義務づけなければならな

い。 

（２）受注者は、発注者に対して、再委託先の全ての行為及びその結果について責任を負うものとする。 

（３）（１）、（２）の内容は、発注者の指示又は承諾を受けた再委託先の変更並びに再委託先が再々委

託及びそれ以下の委託を行う場合についても同様とする。 

９ 資料等の返却等 

（１）受注者は、業務を処理するために発注者から引き渡された個人情報が記録された資料等を、業務

完了（契約解除を含む。以下同じ。）後直ちに発注者に返却しなければならない。ただし、発注者

が別に指示したときは、その指示に従うものとする。 

（２）受注者は、業務を処理するために発注者から引き渡され、又は受注者が自ら作成し、若しくは取

得した個人情報が記録された資料等（前記（１）の規定により発注者に返却するものを除く。）を、

業務完了後速やかに、かつ、確実に廃棄しなければならない。ただし、発注者が別に指示したとき

は、その指示に従うものとする。 

10 管理状況の報告及び調査 

（１）受注者は、取扱う個人情報の秘匿性等その内容に応じて、この契約による事務に係る個人情報

の管理の状況について、年１回以上発注者に報告するものとする。なお、個人情報の取扱いに係

る業務が再委託される場合は、再委託される業務に係る個人情報の秘匿性等その内容に応じて、

再委託先における個人情報の管理の状況について、受注者が年１回以上の定期的検査等により確

認し、発注者に報告するものとする。 

（２）発注者は、必要があると認めるときは、業務を処理するために取り扱う個人情報の管理状況を受

注者に報告させ、又は随時、実地に調査することができる。 

11 指示 

発注者は、受注者が業務を処理するために取り扱っている個人情報について、その取扱いが不適正

と認められるときは、受注者に対して必要な指示を行うものとし、受注者はその指示に従わなければ

ならない。 

12 事故発生時における報告 

受注者は、本条各項の規定に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれがあることを知ったときは、

速やかに発注者に報告し、発注者の指示に従うものとする。なお、発注者の指示があった場合はこれ

に従うものとする。また、契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

13 損害のために生じた経費の負担 

業務の処理に関し、個人情報の取扱いにより発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）のた

めに生じた経費は、受注者が負担するものとする。ただし、その損害が発注者の責めに帰する事由に

よる場合においては、その損害のために生じた経費は、発注者が負担するものとする。 




